
別記
第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係)

デケ′

計 画  書事 業 者  排 出 量 肖」 減 変 更

佐寸 (法代に',つて■ ■ たるすお所の所在地)

京都府長岡京市勝竜寺蔵道 13

京都府地球温↓イヒ対策条1列観 18条第 1】自 (第18条第2tLE 第18粂第3壇 )の 規定によ り得出 tクます

特定事業者の

主たる業に 舗装工事業

F亥当する事業
者要件

序 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1,500キロリットル以上))
「 京都府地求温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に推算 して30 0 0ト ン以上))

計 画 期 間 平成 1 8  年 4 月 平成 20   年 3 月

基 本 方 針
製造設備の保守点検をし維持管理の徹底。高効率バーナーの採用。乾燥炉用バーナーの一部廃止。

推 進 体 制 担当者を中心に環境検討会を開催、製造関係者に周知 ・計画実施を行う。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年度 設備、対象、工程ヤ 計 画 内 容

lS-19 乾燥炉① 高効基 本―十一 に更打

乾燥炉③ 乾埠F用 パーサーの房止

ヒーター管理 自動温調器によると―ターの管理の徹は

18-モ9 製造設備 定期的な堂伸調整を行い製造技備の正常な状惇を得つ

l  m H室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 (実績)
( 17 )年 度
(二酸化快茉張算 〈t),

目襟年度 (計山)

( /7)年 度
〈二酸化表率換算 (t))

削減零

(計画)
〈%)

A事 業所等排出区分 4,472 t 3,881 t -132%

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 本1                4,472 t ヤ2       3,881t -132%

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組量等 (二酸化炭章換算 (t

森林の保全及び整備 〈整備面積) 〈吸収量) t

府内産の木材の利用 (利用量) 血 | (削減岳) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電量) (削減量 ) t

〈熱佐治畳) (削減畳) t

グリーン電力の購入 (残入量) klli (肖J蔵窒) t

削減量等合計 3       00 t

差 8 排 出量

(排日合計 ―削減等合計 )

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 肖1減率 (計画)
1`                4 472 t Ⅲ2)(13      3,881t -13 2 %

特 記 事 項

連 絡 先 担  当   部   署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

に 1言亥当する□に,■ レ 印を記入してください.特 定事業者以外で自キ参力Dされる事業者の方fi レ印の記入と不要です

2「 基整年度 と !i計画期間の前年度を 丁 日標年度 と ,tttE期間の最終年度をいいます.

3「 事業所等排出区分 を ri 京都府内の事業所年の事業活動のためのエネルギーの1電月に伴い発生する温笙幼具ガスを、 怖 さ三両排出区分
とri 自 動三運送事業者について,tイ々用の本拠の位置を京都府内とする宣両の排出する温室効果〃スを 鉄 道事業者について!t保有する貨物亘
高スイi旅客宣両の排出する温全効果〃スを 「その他排出区分_と は、上記以外の京都府内における事業所等の事業活動モこ伴い発生する温宣幼
黒〃スをいいます

J「 特記事項 に ti、平成 2年度 (1990年 度)を 基挫とした排出豊の対比やエネルイー原単位C02排 出畳 省 エネ製品賃発などlL者の温宣効
具ガス排出前1減 のヽ言依 グ リーン調達の採用 特 定フ[iンなどの条例指定クトの温室幼呆ガスの削減などを記入してくださいて


